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・日本の研究開発費の約 8 割は民間による負担。 
図表 1-1 主要国等の組織別研究費負担割合 
 






図表 1-2-1 主要国における企業部門の製造業と非製造業の研究開発費の割合 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標 2017」 (調査資料 No.261, 2017) 
                          注：米国の企業部門の研究開発費には、NAICS における「Agriculture, Forestry, Fishing and Hunting」及び「Public Administration」 
は除かれている。よって、他国の非製造業と異なっているため、国際比較する際には注意が必要である。 
＜日本＞総務省、「科学技術研究調査報告」 
＜米国＞NSF, “Business Research and Development and Innovation 2014” 
＜ドイツ、フランス、英国、中国、韓国＞OECD, ”Structural Analysis (STAN) Databases” 
                           
図表 1-2-2 主要国における企業部門の製造業と非製造業の研究者数の割合  
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標 2017」 (調査資料 No.261, 2017) 
注：米国の企業部門の研究開発費には、NAICS における「Agriculture, Forestry, Fishing and Hunting」及び「Public Administration」 
は除かれている。よって、他国の非製造業と異なっているため、国際比較する際には注意が必要である。 
＜日本＞総務省、「科学技術研究調査報告」 
＜米国＞NSF, “Business Research and Development and Innovation 2014” 







































































 ・日本の企業研究開発費のうち 1.3%が大学、公的機関、非営利団体へ。 
・ドイツでは企業研究開発費のうち 6.3%が大学、公的機関・非営利団体へ流れており、諸外国の中では割
合が大きい。 
図表 1-3 負担部門から使用部門への研究開発費の流れ 
注：例えば図中において、負担部門が企業、使用部門が大学である研究開発費には、企業が大学に支出する委託研究費などが該当する。 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標 2017」 (調査資料 No.261, 2017) 
 
【参考】ドイツ(2014 年) 企業全体 556 億ﾕｰﾛ







企業全体 13.6 兆円のうち 1,802 億円(1.3％)が 
大学、公的機関、非営利団体へ 




・大学等から企業への転入者は、2016 年は 9,822 人中 714 人（4.2％）。 
 






   
図表 1-4 我が国の部門間における転入研究者の流れ 
図表 1-5 民間企業の外部支出研究開発費の相手先別構成比 

















図表 1-6-1 日本の企業が共同研究パートナーとして海外大学を選んだ理由 
（先進国 N=77、新興国（地域）N=43、複数回答有） 
図表 1-6-2  1 件当たり年間支出規模(国内産学共同研究との比較) 
(先進国 N=64、新興国（地域）N=33） 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「アンケート調査から見た日本企業による国際産学共同研究の現状」(DISCUSSION PAPER No.125, 2015)  












出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「大型産学連携のマネジメントに係る調査研究 2017」(DISCUSSION PAPER No.153, 2018)  
図表 1-6-3 直近 3 年間での大学等との共同研究件数（国内外） 
        1 年あたり 1,000 万円未満（自社単独支出） 
図表 1-6-4 直近 3 年間での大学等との共同研究件数（国内外） 
        1 年あたり 1,000 万円以上（自社単独支出） 







図表 1-6-5 国内の大学等における海外企業との国際産学連携の目的(n=638) 
 




内連携より多い」は 2 倍以内、2 倍以上を合わせ 39.3％。概ね、予算規模は「国内連携と同程度または国内連
携より大きい」。 
 
図表 1-6-6 国内の大学等における国際産学連携の予算規模(n=262) 
 








図表 1-6-7 国内の大学等における国際産学連携の予算規模が大きい理由(複数回答あり、n=105) 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「アンケート調査から見た国内大学等による国際産学連携の現状」(DISCUSSION PAPER No.145, 2017) 
 
・国際産学連携を実施する大学等にとって大きな課題と認識されている事項は、大きく分けて、業務を担当する
スタッフの不足、連携相手との接触機会獲得の難しさ、国際産学連携に対応した規則や規約の未整備の 3 点。 
 
図表 1-6-8 国内の大学等における国際産学連携に関連した事項への課題感 
 







図表 2-1 公的資金助成の研究開発集約度に対する効果 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「R&D, innovation, and business performance of Japanese start-ups: A comparison with established firms」（DISCUSSION PAPER 
No.104, 2013）に基づき図表を作成。 
注：図表の縦軸は、推定結果から得られた研究開発集約度（従業者１人あたり R&D 投資額：百万円）の予測値。母集団全体の結果を表す推計値ではない。新規開業企業は、製造





図表 2-2 大学におけるプレ研究の主資金源と産学連携プロジェクトの主資金源の関係 
 

























       3
科学研究費補
助金
      4
科学技術振興
機構（JST）





     6
その他公募型
研究資金













     10
海外からの外
部資金









86 2 4 2 6 3 1 2 42 1 2




3 22 5 3 6 1 1 0 3 0 1
       3
科学研究費補助金 5 2 33 3 3 4 0 3 14 0 1
      4
科学技術振興機構（JST） 3 0 1 26 1 2 0 0 4 0 1
      5
新エネルギー・産業技術総
合開発機構（NEDO）
2 2 0 1 25 0 0 0 1 0 1
     6
その他公募型研究資金 1 0 0 1 1 11 0 1 3 0 0




1 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0
       8
都道府県（国以外）からの
外部資金
2 0 0 1 0 1 0 5 2 0 1
      9
民間企業（日本）からの外
部資金
16 1 6 2 3 1 0 3 121 2 0
     10
海外からの外部資金 1 0 0 0 0 0 0 0 2 1 0
      11
上記以外の外部資金（財
団などから）







出典：文部科学省科学技術政策研究所、一橋大学イノベーション研究センター「産学連携による知識創出とイノベーションの研究」（調査資料 No.221, 2013）  







図表 3-1-1 外部組織と連携した企業の割合（連携相手別） 
 
・企業規模毎に国内大企業と連携した割合を見ると、企業規模が大きいほど連携を選好する度合いが大きい。 




図表 3-1-3 国内大学等・公的研究機関と連携した企業の割合（資本金階級別） 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告 2016」(NISTEP REPOR No.173, 2017)に基づく分析 
注：総務省「科学技術研究調査」に対して社内で研究開発を実施していると回答した企業のうち、資本金 1 億円以上の企業を対象とし、1,825 社より調査票を回収 
業種別の中小企業の定義は以下の通り（なお、大企業はそれを超えた企業） 
・製造業その他の業種：資本金又は出資総額が 3 億円以下の企業、又は常時使用する従業員数が 300 人以下。 
・卸売業：資本金又は出資総額が 1 億円以下の企業、又は常時使用する従業員数が 100 人以下。 
・小売業：資本金又は出資総額が 5 千万円以下の企業、又は常時使用する従業員数が 50 人以下。 




































































































出典：文部科学省科学技術・学術政策局 産業連携・地域支援課大学技術移転推進室「平成 28 年度 大学等における産学連携等実施状況 
について」に基づき科学技術・学術政策研究所作成 
        注：「0 円」とは共同研究相手機関と複数年契約を結び、研究費の受入れを別年度に行った場合等である。 
  




（３）1,000 万円未満と 1,000 万円以上の共同研究（自社単独支出）の違い 
・1,000 万円以上の共同研究は、寄附講座・委託研究からの発展が多い。 
  
  図表 3-3 国内大学等との共同研究に至った金銭支払いを伴う前段階 








図表 4-1-1 企業研究者からみた産学連携への参加の動機 
 
出典：文部科学省科学技術政策研究所、一橋大学イノベーション研究センター「産学連携による知識創出とイノベーションの研究」（調査資料 No.221, 2013）  







図表 4-1-2 大学研究者から見た産学連携への参加の動機 
 
出典：文部科学省科学技術政策研究所、一橋大学イノベーション研究センター「産学連携による知識創出とイノベーションの研究」（調査資料 No.221, 2013）  
※産学共同プロジェクトに参加し、2004～2007 年度に共同で特許出願を行った大学及び企業の研究者（大学研究者 743 名、企業研究者 704 名からの回答）を対象とした 
アンケート調査の結果に基づく分析 
  













非常に重要である 重要である どちらでもない 重要でない 全く重要でない


















図表 4-2 産学連携に参加したきっかけとして重要な役割を果たした機関等 
 
出典：文部科学省科学技術政策研究所、一橋大学イノベーション研究センター「産学連携による知識創出とイノベーションの研究」（調査資料 No.221, 2013）  








図表 4-3 知識の導入が必須であった相手先 
 




































出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告 2016」(NISTEP REPOR No.173, 2017) 







① 我が国の大学における研究分野が固定化しており、産業・技術の変化や多様な社会ニーズに充分対応できていない 0.9 1.3 1.5
② 我が国の大学における研究の多様性が小さく、多様な社会ニーズに充分対応できていない 0.8 0.7 0.6
③ 我が国の大学の研究成果において、将来的に社会的・経済的な価値につながることが見込めるような革新的なものが、充分に得られていない 0.6 0.8 1.7
④ 我が国の大学の研究者が論文になりやすい研究を志向するようになり、基礎研究と開発研究の間（応用研究）にギャップが存在する 4.0 4.5 3.1




⑥ 産学の研究情報の交換や相互の知的刺激の量が充分ではない（学会における意見交換や共同研究など） 1.0 0.7 0.4
⑦ 産学の間の人材流動や交流が充分ではない（研究者の転出・転入や受入など） 1.4 1.2 1.2
⑧ 産学の橋渡しが充分に機能していない（ニーズとシーズのマッチング、産学官のコミュニケーションの補助等） 1.6 1.6 1.4




⑩ 大学の研究成果を活用できる研究者や活用するためのノウハウが、民間企業側で充分でない 1.0 0.5 0.6
⑪ 民間企業側が、自前の研究開発を重視し、大学の研究成果の利用や活用に積極的ではない 0.9 1.0 0.8




⑬ 基礎研究から実用化までの資金的な支援が、切れ目無くつながっていない 1.9 1.5 1.3
⑭ 規制や制度のため、実用化を進めることが出来ない又は実用化までに時間がかかりすぎる 0.7 0.6 0.9
⑮ 実証実験や治験など、先駆的な取組の場が充分に確保されていない 0.6 0.5 0.6
⑯ 大学発ベンチャーの成長を可能とする環境の整備(事業性評価、民間からのリスクマネーの確保、挑戦を許容する環境の整備、日本版SBIRなど)が充分でない 0.9 0.7 1.6
⑰ 特にない 0.2 0.2 0.1


































































出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP 定点調査 2013）報告書」（NISTEP REPORT No.157, 2014） 
注：①～⑱の選択肢から 1 位～3 位を選ぶ質問。 1 位は 30/3、2 位は 20/3、3 位は 10/3 で重みづけを行い、障害と考えられる度合い(障害度)をポイント化した。全回答者が 














出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「大型産学連携のマネジメントに係る調査研究 2017」(DISCUSSION PAPER No.153, 2018)より科学技術・学
術政策研究所作成 










出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「大型産学連携のマネジメントに係る調査研究」（DISCUSSION PAPER No.127, 2015） 
 
  
図表 5-1 産学共同研究と社内研究開発活動との関係（最も重視するもの） 







図表 5-2-1 研究成果の事業化を検討する市場規模 
 





図表 5-2-2 産学共同研究でポスドク、大学院生が参画するメリット（最も大きなメリット） 
 




















































































図表 5-2-6 過去３年間での大学への寄附・共同研究講座の開設 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「大型産学連携のマネジメントに係る調査研究」（DISCUSSION PAPER No.127, 2015） 




図表 5-2-7 産学共同研究の社内決裁権限者 
 






図表 5-2-8 外部と連携せず自社で研究開発を行う技術（複数回答） 
 















出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告 2016」(NISTEP REPOR No.173, 2017) 








図表 5-3 大学との連携がプロダクト・イノベーションに与える効果 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「R&D, innovation, and business performance of Japanese start-ups: A comparison with established firms」 （DISCUSSION PAPER 
No.104, 2013）に基づき図表を作成。 
注：本研究の分析対象は、製造業またはソフトウェア業に属し、開業から 2年未満の企業（start-up firms、以下「新規開業企業」と呼ぶ）とその比較対象としての開業から2 年以上経
過している企業（established firms、以下「成熟企業」と呼ぶ）。新規開業企業については、2007 年 1 月から 2008 年 8 月までに新規に法人登録された全企業に対して、アンケート
調査を実施し（有効回答率は 10.6％）、2007 年 1 月以前に開業したと回答した企業を除いた約 900 社を分析対象とした。成熟企業については、「全国イノベーション調査」の 2009
年の調査回答企業から開業から 2 年未満（調査対象年度の初期時点である 2006 年時点）の企業を除いた約 1500 社を分析対象とした（有効回答率は約 30％）。 
図表の縦軸は、推定結果から得られたプロダクト・イノベーション実現確率の予測値。母集団全体の結果を表す推計値ではない。新規開業企業は、製造業又はソフトウェア業に














































出典：GRIPS 企業サーベイ(2008.12～2009.1 に調査実施)、GRIPS 製薬・バイオ企業発明者サーベイ（2009.12 に調査実施）、 









図表 5-5-1 共同研究への参加の程度と論文発表件数の増加率との関係 
 
 
図表 5-5-2 共同研究への参加の程度と自引用を除く被引用件数の増加率との関係 
 
 
出典：文部科学省科学技術政策研究所「産学連携が大学研究者の研究成果に与える影響」（DISCUSSION PAPER No.87, 2013） 
※１ 分析対象：過去に産学共同研究の経験のある研究者：1998～2000 年より以前の 5 年間に産学共同研究を実施した経験がある大学研究者（N=696） 
※２ 横軸：共同研究への参加の程度（1998～2000 年の 3 年間における共同研究件数を同期間の論文発表件数で除した値） 
※３ 縦軸：1995～1997 年及び 2001～2003 年の各 3 年間の間での論文発表件数（または被引用件数）の増加率。 
例えば、 
発表論文数の増加率 ＝｛（2001～03 の発表論文数+1）－（1995～97 の発表論文数+1）｝／（1995～97 の発表論文数+1） で算出（被引用件数の増加率も 
同様）。増加率の算出に当たっては、1995 年～1997 年から 2001 年～2003 年にかけて、例えば 0 件から 5 件への増加のケースや 5 件から 0 件への減少の 






































（１）大学等の知財収入の合計は約 27 億円 
 ・知財収入は増加傾向。 
 
      【特許権実施等件数及び収入額の推移】       
                            ○特許権実施等件数 
13,832 件 前年度比 1,960 件増 (16.5％増） 
                            ○特許権実施等収入額 
約 25.8 億円 前年度比約 1.1 億円減（4.1％減） 
 
















































医薬品製造業、建設業、金属製品製造業の 3 業種（N=10 未満の業種を除く）。 
 




















































出典：日本知財学会第 12 回年次学術研究発表会発表資料「大企業と大学・ベンチャー企業を顧客として比較した際の、特許出願の質、および特許事務所業務の経済的合理性  
に関する意識調査」（新村）のデータに基づき科学技術・学術政策研究所作成 











図表 6-4-2 大学と知的財産権を企業が共有することへの懸念（最もあてはまるもの） 
 




















図表 7-2 産学連携しない理由 
（９県（山形県、群馬県、長野県、愛知県、岐阜県、三重県、福井県、岡山県、広島県）の調査結果を合算集計） 
 
出典：文部科学省科学技術政策研究所 DISCUSSION PAPER No.90,91,92 および 
文部科学省科学技術・学術政策研究所 DISCUSSION PAPER No.97,99,100,101 からの合算集計による分析 
51.4% 44.4% 41.4% 40.8% 38.0% 38.0% 35.7% 35.6% 34.7% 30.2% 39.0%
































図表 7-1 各県別大学・高専との連携経験の有無 
出典：文部科学省科学技術政策研究所 
「地方国立大学と地域産業との連携に関する調査報告－鹿児島県製造業と鹿児島大学に着目して－」（DISCUSSION PAPER No.82, 2012） 
「山形県における国立大学等と地域企業の連携に関する調査報告」（DISCUSSION PAPER No.90, 2013） 
「群馬県における国立大学等と地域企業の連携に関する調査報告」（DISCUSSION PAPER No.91, 2013） 
「長野県における国立大学等と地域企業の連携に関する調査報告」（DISCUSSION PAPER No.92, 2013） 
文部科学省科学技術・学術政策研究所 
「中京圏（愛知県・岐阜県・三重県）における国立大学等と地域企業の連携に関する調査報告」（DISCUSSION PAPER No.97, 2013） 
「福井県における国立大学等と地域企業の連携に関する調査報告」（DISCUSSION PAPER No.99, 2013） 
「岡山県における国立大学等と地域企業の連携に関する調査報告」（DISCUSSION PAPER No.100, 2013） 




・10 県のほとんどにおいて回答企業の 8 割以上が資本金 1 億円未満の企業（愛知県のみ 74%）。 
・大学への要望について、10 県いずれの県の企業も 1 位は「製品化に直結する研究開発」。次いで「技術相談」、
「研究装置・設備の利用促進」、「基礎研究の推進」を要望する回答が多い。 
 
図表 7-3-1 大学への要望（長野県（信州大学）の例） 
 
 
図表 7-3-2 回答企業の資本金規模別構成比率（長野県の例） 
 

































































5.0% 36.6% 16.8% 18.1% 6.0% 12.4%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
300 万円未満 300 万円以上～500 万円未満 500 万円以上～1000万円未満
1000万円以上～3000万円未満 3000万円以上～5000万円未満 5000万円以上～1 億円未満








































図表 7-4-1 NISTEP 定点調査 2015 における 
産学官連携状況指数 
調査への協力が得られた大学のグループ（G）毎内訳 
図表 7-4-2 各質問の指数の変化(2011 年度と 2015 年度の差)［産学官連携］ 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所 
「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP 定点 
調査 2015）報告書」（NISTEP REPORT No.166, 2016） 
 
注：第 1～4 グループそれぞれに含まれる大学の基準 
第 1 グループ：日本国内の論文シェア(2005 年～2007 年) 
が 5％以上 
第 2 グループ：1％以上～5％未満 
第 3 グループ： 0.5％以上～1％未満 
第 4 グループ：0.05％以上～0.5％未満 






















・第 3 グループの大学では、社会・地域貢献活動に参加する教員の割合が高い大学が多い。また、第 4 グルー










図表 7-4-3 社会・地域貢献活動に参加する教員の割合【大学４グループ別】 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所 









出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所 「福井県における国立大学等と地域企業の連携に関する調査報告（DISCUSSION PAPER No.99, 2013）、「広島県における国立大







図表 7-6-1 プロテオグリカンの製造・販売工程 
 
 
図表 7-6-2 プロテオグリカンにおける知識の創造・供給連鎖 
 
  




































































































































































図表 8-1 共同研究、受託研究実施件数および中小企業との件数割合の推移 
 
































































出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所『第 4 回全国イノベーション調査統計報告』（NISTEP REPORT No.170, 2016）。OECD Innovation Statistics and Indicators 
(http://www.oecd.org/innovation/inno/inno-stats.htm [2018 年 1 月 4 日時点])． 
注：図表内の数値は、イノベーション活動実施企業に占める割合の母集団推計値である。小・中規模企業とは常用雇用者数 10 人以上 249 人以下の企業、大規模企業とは同 250

































出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所『第 4 回全国イノベーション調査統計報告』（NISTEP REPORT No.170, 2016）。OECD Innovation Statistics and Indicators 
(http://www.oecd.org/innovation/inno/inno-stats.htm [2018 年 1 月 4 日時点])． 
注：図表内の数値は、イノベーション活動実施企業に占める割合の母集団推計値である。小・中規模企業とは常用雇用者数 10 人以上 249 人以下の企業、大規模企業とは同 250







































出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所『第 4 回全国イノベーション調査統計報告』（NISTEP REPORT No.170, 2016）。OECD Innovation Statistics and Indicators 
(http://www.oecd.org/innovation/inno/inno-stats.htm [2018 年 1 月 4 日時点])． 
注：図表内の数値は、イノベーション活動実施企業に占める割合の母集団推計値である。小・中規模企業とは常用雇用者数 10 人以上 249 人以下の企業、大規模企業とは同 250





































































＊1 研究開発型大学等ベンチャーは 2015 年 9 月時点で存続が確認できる企業のみを集計している一方、大学等発ベンチャーの推移は文部科 
学省 産学連携等の実施状況調査【5】の各年度設立数結果を使用しているため、倒産企業も含まれる。後者は現在認識されている大学 
等発ベンチャーの推移を参考として表記しており、厳密な両者の比較はできない点に留意が必要。 
  ＊2 研究開発型大学等発ベンチャーの 1999 年度の数値は 2010 年 1 月～3 月の期間のみ。 
  ＊3 設立後間もない企業については、まだ特許出願を行っていない、または特許出願を行ったとしても、原則特許出願から 1 年半は公開さ
れない為、2015 年 9 月時点で捕捉できていない企業の存在が考えられる。 
年度 











図表 9-１-2 大学等発ベンチャーの母体大学等ごとの設立数 













































533 583 633 683 733 783 833 883 933
 
・研究開発型大学等発ベンチャーの特許出願（国内特許出願+PCT 国際出願）を出願数の多い順に並べると、





















上位 20 社で 
全体の 19.8% 


























































































出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所 「研究開発型大学等発ベンチャー調査 2016」（DISCUSSION PAPER No.139, 2016) 











































図表 9-2 大学発ベンチャー企業の出口戦略 －大学発ベンチャー企業と財務業績の関係－ 
 
 
出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所 「大学発ベンチャー企業の成果と出口戦略 －設立理由と経営者の属性との関連性の観点から－」（DISCUSSION 
PAPER No.123, 2015）  
※「大学発ベンチャー調査 2010」（科学技術政策研究所、調査資料 No.197 ）の調査結果を用いて、平均値の差を統計的に検証し、ロジット回帰分析を行った。 
産学連携と大学発イノベーションの創出(ver.4.1) 
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